
2 款 1 項 7 目

19 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 25年度以前 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度以降

15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 75,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 5年間の実績

地域おこし協力隊交流会への参加 回 4 3 0 3
担当者打合せ会 回 3 4 1 2
勉強会（説明会） 回 2 3 1 1

項目 単位 25年度実績 26年度予定 9月末の実績 26年度実績

一般財源 32,325 19,187 6,484 15,055

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 900 0 0 0

人件費 20,337 4,067 1,627 1,590
国庫支出金 0 0 0

7,954
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 2.50 0.50 0.20 0.20
人件費単価 8,135 8,135 8,135

1,590
合計 0 19,187 6,484 15,055

事業費
直接事業費 12,888 15,120 4,857 13,465
人件費 20,337 4,067 1,627

改善策の
具体的

取り組み

住民自治に対する地域住民の意識醸成を図る。

事業費及び財源内訳
項　　　目 25年度決算 26年度予算 9月末の執行状況 26年度決算

事業の目的

市民が主体となって地域課題、地域要請の解決及び地域づくりを地域自らの選択と責任において実施するこ
とで、市民と行政の協働を確実なものとして、安全で快適な魅力ある自立した地域づくりを実現するため

事業の内容

市民に「住民自治」「協働」「参画」を啓発し、市民の自発的及び主体的な取組みに対し、人的・財政的支援を
行う。当面、住民自治組織の結成に向けた住民説明及び設立支援を行う。また、都会からの外部人材として、
人件費・活動費が特別交付税の対象となる「地域おこし協力隊」を導入し、地域活性化を図るとともに、住民自
治に対する住民の意識醸成を図る。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

地域おこし協力隊の活動を更に充実させる。

事業の対象 市民

根拠法令等
伊予市自治基本条例、住民自治活動支援規則及び同活動支援補助金交付要綱

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 総務企画課 電話番号（内線）： 508
記入者情報 所属長： 海田 秀司 担当責任者： 高橋 洋司

事務事業名 住民自治推進事業
予算科目

総合計画での位置付け
参画と協働の郷(くに)づくり
住民自治の推進

平成26年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業



5二次評価
（所属部長）

以下の点について外部評価が必要と判断し、行政評価委員会に諮る。

意見、課題
行政評価委員会抽出事業

課題認識

　現在導入している地域おこし協力隊については、1地区で本年度末で任期が終了し、残る３地区も後１
年となっているが、それぞれの担当地区における活性化の役割は一定果たせているものと考えられる。し
かし、「協力隊」でありながら、地域での活動の中心となっているケースも見られ、地域の諸事情はあるも
のの、地域の自主性、ひいては住民自治につながる意識の醸成に対してはその役割を十分果たせてい
ない。　今後も、この地域おこし協力隊の制度は大いに活用していく必要があるが、受け入れ先の地域に
対する説明を十分に行い、その役割を理解したうえで導入を進める必要がある。　また、地域おこし協力
隊を導入している地域を含めて、住民自治の意識醸成が図られていないため、「地方創生」の新たな政策
推進の中で、移住・定住促進等と絡めた取り組みを進めていく必要がある。

二次評価

C成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

Bコスト効率

課題認識

　住民自治の意識醸成のため「地域おこし協力隊」を各地域に配置したことで、地域住民の意識の変化に
少なからず貢献することができた。住民自治の意識を本市全域に拡大させるためにも、今後も「地域おこ
し協力隊」の制度を活用していく必要がある。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

3
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 3

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 3

効率性
手段の最適性 3

Bコスト効率 3
受益者負担の適正 4

有効性
事業の効果 3

C成果向上の可能性 3

目　　標 0 1 1 1
実　　績 0 0 0 0

成果指標

成果指標
新たな住民自治組織の認定数

指標設定の
考え方

「住民自治活動支援規則」に規定する住民自治組織が住民自治推進の基礎組織に位置付けられることから、
当面の間、住民自治組織数の拡大を本事業の指標とする。

区分年度 25年度 26年度 27年度 目標28年度



3
経営者会議の最終判断

事業の方向性
下記の点を見直しの上、継続する。

意見、課題

地域おこし協力隊が定住、自立できるよう十分考慮して募集すること。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

・地域おこし協力隊とは何か。初めて聞いたのでさっぱり分からない。任期があるのかどうかも分からな
い。・事業目的には組織等活性化とあるが、活動実績はそんなに増えていない。やはり割り切って考える
方が良いと思う。協力隊の人がいなければ何も起こらない。協力隊の人がいたからこういうことができてい
ると取り上げると良いと思う。・徳島県上勝町の例のように、ものすごく情熱を持った方もおられる。もう少
し長いスパンで地域の活性化に役立ててほしい。やっていることは無駄ではない。少しでも地域のかさ上
げになってほしい。・地域おこし協力隊の実態がよく分からないというか、制度それ自体が伝播していな
い。こういうことが行われていますと、高い次元でつかまえて、丹念にアナウンスし続けることが求められ
ているのではないかと思う。


